
貿易と関税・目次（2005年1月～12月）
タイトル 著者名 年数 月数 頁

【単発・特集等】
・FTAとEPAについて 伊藤元重 2005 1 4
国内規制と通商自由化の調和の必要性 大坪 護 2005 1 28
アメリカのFTA交渉アジェンダ─日本の貿易業者や投資企業にとっての好機と危険─ Joel－W．

Rogers・
Joseph P．
Whitlock

2005 2 16

最近の関税政策・税関行政の動向等について 木村幸俊 2005 3 4
タイインドFTAのアーリーハーベスト措置 吉田 崇 2005 3 42
欧州における金融の新しい潮流 久保田勇夫 2005 4 4
米国一九一六年アンチダンピング法に対する対抗立法─WTO法と民事法の交錯─I 松下満雄・飯

野 文
2005 4 31

FTAにおけるサービス貿易自由化の方式─日本フィリピン交渉の評価 宇山智哉 2005 4 44
日本型経営と金融の行方 木村 剛 2005 5 4
東アジア諸国における貿易・投資自由化の法的枠組み─日中韓の枠組みの可能性を中心に
─・Ⅰ

櫻井雅夫 2005 5 11

米国一九一六年アンチダンピング法に対する対抗立法─WTO法と民事法の交錯─Ⅱ 松下満雄・飯
野 文

2005 5 27

一〇周年を迎えたWTO─紛争解決制度の役割 小原喜雄 2005 5 39
グローバリズムと反グローバリズム 小倉和夫 2005 6 4
東アジア諸国における貿易投資自由化の法的枠組み─日中韓の枠組みの可能性を中心に
─・Ⅱ

櫻井雅夫 2005 6 37

アメリカ税関の監査制度─貿易環境は変わっても、依然として失われないその重要性─ Joel－W．
Rogers・

Joseph P．
Whitlock

2005 7 20

外国投資ルールの問題点─投資の定義、待遇を中心に─(1) 櫻井雅夫 2005 7 30
デフレと構造改革 大来洋一 2005 8 4
外国投資ルールの問題点─投資の定義、待遇を中心に─(2) 櫻井雅夫 2005 8 32
激動する世界経済─ドル、ユーロ、円、人民元などをめぐって─ 溝口善兵衛 2005 9 4
中部国際空港の開港と中部経済 内田俊宏 2005 9 16
外国投資ルールの問題点─投資の定義、待遇を中心に─(3) 櫻井雅夫 2005 9 31
高品質を支える確かな物づくり─日本ガイシ株式会社 2005 10 28
中部国際空港─二四時間通関、国内線国際線アクセスの利便性を生かして新しいビジネス
チャンスを掴む

2005 10 31

為替相場制度の選択の意義と問題点(1) 岡地勝二 2005 10 34
新C‐TPATセキュリティ基準の全面実施とそれに伴う日本の輸出企業への影響 Miller &

Chevalier
Chartered

2005 10 46

東アジアの経済統合と今後の日本経済 渡辺 修 2005 11 4
WTO加盟後の中国貿易と市場開放 馬 成三 2005 11 22
為替相場制度の選択の意義と問題点(2) 岡地勝二 2005 11 42
中国経済と人民元の行方 深尾光洋 2005 12 4
インドの対外知的財産権政策と特許法改正 山根裕子 2005 12 30

連載等
◆潮流・国際経済の中から
201・デフレ10年日本経済マクロの結果と達成感の喪失 島田克美 2005 1 2
202・津波被災国と支援国、その地位、役割とアジアの将来 〃 2005 2 2
203・日本の対米、対中関係の変化と自信回復の課題 〃 2005 3 2
204・企業関連諸事件から思う、誰のための企業か 〃 2005 4 2
205・ナショナリズムの交錯で揺れる東アジア 〃 2005 5 2
206・日本に都合の悪いことが重なったのは偶然ではない 〃 2005 6 2
207・日本の企業社会の問題はどこにあるのか 〃 2005 7 2
208・テロのなかのサミットから見えてくるもの 〃 2005 8 2
209・戦後六〇年の日本とその経済 〃 2005 9 2
210・中規模公正な政府が必要です 〃 2005 10 2
211・日本復活説の虚実と経済の三層構造 〃 2005 11 2
212・デフレ脱却過程、三つ巴の政策バトルは何のためか 〃 2005 12 2

◆WTO新ラウンド─その論点と展望
17・WTO繊維協定の終了 鶴田 仁 2005 1 12
18・中国のWTO加盟時約束の履行状況について─経過的審査制度 （TRM） 住友梨香 2005 2 4
19・WTO貿易円滑化交渉─GATT第10条の明確化・改善に関する日本提案について 近藤嘉智 2005 4 26
20・WTO貿易円滑化交渉─GATT第8条の明確化・改善に関する日本提案について 高橋里子 2005 6 14
21・WTO新ラウンドの最近の動き 鶴田 仁 2005 7 4
22・WTO貿易円滑化交渉─GATT第5条の明確化・改善に関するボリビア・モンゴル・パラグ
アイ・日本・キルギス提案について

近藤嘉智 2005 8 12

23・WTOルール交渉（アンチ・ダンピング協定等の明確化・改善） 高橋里子 2005 11 14

◆グローパル商取引法と国際商事仲裁
各論（4）・電子商取引に関するUNCITRALモデル法・Ⅲ 新掘 聰 2005 2 29
各論（5）・インコタームズをめぐる諸問題・Ⅰ 〃 2005 4 13
各論（5）・インコタームズをめぐる諸間題・Ⅱ 〃 2005 6 20

1 / 2 PAGE



貿易と関税・目次（2005年1月～12月）
タイトル 著者名 年数 月数 頁

各論（5）・インコタームズをめぐる諸問題・Ⅲ 〃 2005 8 18
各論（5）・インコタームズをめぐる諸間題・Ⅳ 〃 2005 10 4
各論（5）・インコタームズをめぐる諸間題・V 〃 2005 12 27

◆経済規制の国際的調和
20・金融規制の国際的調和・Ⅸ 中川淳司 2005 1 36

◆変容する欧州連合
4・バローゾ欧州委、初の「組閣」撤回 藤原豊司 2005 1 48
5・バローゾ欧州委、独仏の影響力排除へ（改定） 〃 2005 3 4
6・脱イデオロギー時代の到来を象徴 〃 2005 7 15

◆WTO体制下のアンチダンピング制度
23・中国のアンチダンピング法制とその運用（下） 中川淳司 2005 1 20
24・南アフリカのアンチダンピング法制（上） 小林友彦 2005 2 19
25・南アフリカのアンチダンピング法制（下） 〃 2005 3 15
26・メキシコのアンチダンピング法制（上） 伊藤一頼 2005 6 44
27・メキシコのアンチダンピング法制（下） 〃 2005 7 22
28・アルゼンチンのアンチダンピング法制とその運用（上） 中川淳司 2005 9 22
29・アルゼンチンのアンチダンピング法制とその運用 （下） 〃 2005 10 18
30・ブラジルのアンチダンピング法制とその運用 （上） 〃 2005 11 32

◆貿易・通商アラカルト
23・貿易と競争 福永有夏 2005 1 34

◆経営者の時代
8・外資の時代 飯田健雄 2005 2 46
10・アメリカにおける企業家精神 〃 2005 3 26
11・ロジスティクス革命（1） 〃 2005 5 42

◆ボーダレス・エコノミーへの法的視座
163・『法例』の『現代化』という名の『改悪』構想をめぐって─批判的検討─（中・Ⅱ） 石黒一憲 2005 1 55

164・『法例』の『現代化』という名の『改悪』構想をめぐって─批判的検討─（中・Ⅲ） 〃 2005 2 54

165・『法例』の『現代化』という名の『改悪』構想をめぐって─批判的検討─（中・Ⅳ） 〃 2005 3 56

166・『法例』の『現代化』という名の『改悪』構想をめぐって─批判的検討─（下） 〃 2005 4 57
167・『″WTO米墨テレコム・パネル報告″VS．NTT』の構図を巡って─『歪んだ公正競争概
念』と国家戦略─

〃 2005 5 52

168・アルゼンチン政府サムライ債デフォルト事件─″日本の国際金融界の問題ある体質″
VS．″一般投資家の立場″

〃 2005 6 55

169「世銀グローバル円債（一九九二年）」回顧─本誌二〇〇五年六月号連載文の補足とし
て

〃 2005 7 52

170・WTO体制と日本の対抗立法・対抗措置─″米国通商法規の特異な構造″への抵触法的
視座─

〃 2005 8 46

171・国際課税と牴触法 （国際私法）（上） 〃 2005 9 53
172・国際課税と牴触法 （国際私法）（中・Ⅰ） 〃 2005 10 49
173・国際課税と牴触法 （国際私法）（中・Ⅱ） 〃 2005 11 49
174・国際課税と牴触法 （国際私法）（中・Ⅲ） 〃 2005 12 49

◆EU法の最前線
57・欧州憲法条約（1）─「民主主義の赤字」は解消されたか？ 中村民雄 2005 1 75
58・欧州憲法条約（2）─対外政策の一体化と実効化 〃 2005 2 75
59・過剰財政赤字手続きの意義 須網隆夫 2005 3 75
60・公共サービス事業と国家補助規制の対立と調和─アルトマーク事件 小場瀬琢磨 2005 4 75
61・ペーパーカンパニーの「支店開設の自由」─インスパイア・アート事件 上田廣美 2005 5 75
62・環境影響評価指令の三当事者間における直接効果 中西優美子 2005 6 75
63・トランスセクシヤルの婚梱する権利とEU法上の男女同一賃金原則─遺族年金の受給要
件との関係で─

中西 康 2005 7 75

64・社会保障給付とEU市民 中村民雄 2005 8 75
65・シェンゲン実施協定の一事不再理（ne bis in idem）原則の適用範囲 大藤紀子 2005 9 75
66・構成国の行政庁の違法なEC行政処分の撤回義務─輸出補助金事件 中村民雄 2005 10 75
67・EUにおけるWTO法の裁判規範性 須網隆夫 2005 11 73
68・不可欠設備の利用拒否と支配的地位の濫用─IMS事件 中村民雄 2005 12 71

◆戦中・戦後の税関史発掘
27・関税分類・関税評価訴訟事例の貧困 朝倉弘教 2005 10 49
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